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0１．はじめに Introduction
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気候・自然に関する当社の取り組み TCFD

（気候関連財務情報開示タスクフォース）

企業や金融機関が気候変動に伴うリスクと機会を

評価・開示するための国際的な枠組みです。

TNFD

（自然関連財務情報開示タスクフォース）

企業や金融機関が自然資本や生物多様性に

関するリスクと機会を評価・開示するための

国際的な枠組みです。

気候変動・自然損失を「経営課題」と捉え、

TCFD・TNFDを軸に持続可能な事業運営

を推進しています。

当社は、「事業を通じて社会の課題を解決する」という創業者精神

のもと、リースを原点とする循環型ビジネスを通じて、60年にわたり

事業領域を拡大してきました。気候変動や自然の損失は、社会や事

業活動に深刻な影響を及ぼす地球規模の重要課題であり、当社は、

「カーボンニュートラル」および「ネイチャー・ポジティブ」をこれらに

対応する経営上の最重要事項の一つと認識しています。

本レポートでは、TCFD提言およびTNFD提言の枠組みを通じて、

当社がリスクと機会をどのように捉え、持続可能な事業運営を目指

しているのかを明らかにします。あわせて、「リースを通じて社会に貢

献する」という環境方針に基づき、成長の機会と捉えた価値創造の

視点や、長期的な企業戦略の方向性を示します。



当社の開示内容開示が推奨されている主な内容
TCFD・TNFD

開示提言

• 一般要件事項の各項目に対する考え方

• 重要課題（マテリアリティ）の整理

• 開示の適用範囲

• 重要課題（マテリアリティ）
一般要件事項

• 環境推進体制及び全社環境推進委員会の役割

• ＣＳＲ方針およびステークホルダーとのエンゲージメント事例

• 取締役会の監視体制、経営者の役割

• ステークホルダーとのエンゲージメント
ガバナンス

• 事業を通じた自然への依存・インパクトの全体像整理

• 建設・不動産事業分野における重要な依存とインパクトの整理

• 自然の観点での優先地域の特定

• 気候・自然に関するシナリオ分析によるリスクと機会の整理

• 自然関連の依存とインパクト、リスクと機会の整理

• 事業、戦略、財務への影響評価

• 組織における自然の観点での優先地域

• シナリオを考慮した戦略のレジリエンス

戦略

• 特定・評価・管理プロセス

• リスク・インパクト管理の仕組み

• リスクとインパクトを特定、評価するためのプロセス

• 特定したリスクとインパクトを適切に管理する仕組み

リスクとインパクト

管理

• 環境目標書における具体的な管理指標（KPI）および目標• 自然関連リスク・機会を管理するための指標と目標指標と目標

本レポートでは、TCFD・TNFD提言に基づき、気候・自然関連課題への対応を整理しています。
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0１．はじめに Introduction

TCFD・TNFD統合レポートの開示内容の全体像
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0１．はじめに Introduction

一般要件事項

TNFD提言で推奨されている「一般要件事項」に関する当社の考え方は以下のとおりです。

土地・水・生態系への依存と影響を踏まえ、自然関連課題の所在を整理

土地、水資源、生態系などの自然資本に依存する一方、事業活動を通じて影響を与える可能性がある

ことを踏まえ、特に建設事業における土地改変や資材調達、水利用などを考慮し、自然に関する課題の

把握と重要な自然関連課題の特定に取り組んでいます。

多様なステークホルダーとの対話を通じて、自然関連課題を評価

当社は、自然関連課題の特定および評価にあたり、地域社会、自治体、顧客、NPOなど多様な

ステークホルダーとの対話を重視し、地域交流や生物多様性保全、環境保全活動への参画を

通じて、自然資本に関するリスクと機会を把握し、持続可能な事業運営に反映しています。

事業特性と自然環境を踏まえ、重要課題（マテリアリティ）を特定

建設・不動産事業、リース事業、環境エネルギー事業を中心とする事業特性を踏まえ、脱炭素や資源循環、

自然共生などの観点から自然関連課題を整理・評価し、持続可能な社会の実現と企業価値向上

につながる重要課題を特定しています。

主要事業およびバリューチェーンを対象に、開示のスコープを設定

主要事業である建設・不動産事業、リース事業、環境エネルギー事業を対象に、国内の主要事業拠点

および施工現場を中心として分析を行うとともに、建設資材の調達などサプライチェーンを含む主要な

バリューチェーンについても評価しています。

重要課題

（マテリアリティ）

への考え方

開示のスコープ

自然に関する

課題の所在

ステークホルダー

との対話による

自然課題評価

3

4

2
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SDGsウェディングケーキモデルの考え方にもとづき、

自然（Biosphere）・社会（Society）・経済（Economy）の3つの階層から重要課題を整理しています。

0１．はじめに Introduction

SDGｓウェディングケーキモデルによる重要課題の整理

■ Economy

■ Society

■ Biosphere

図：SDGｓウェディングケーキモデル

■ Economy（経済圏）

人的資本経営

持続可能な事業基盤

■ Society（社会圏）

安全・安心なまちづくり

地域社会との共生

■ Biosphere（生物圏）

脱炭素社会の実現

自然共生・生物多様性

資源循環

SDGｓに関する事業事例

ICT BPO受託サービス カーシェアリング

PFI・PRE事業 地域活性化・社会貢献 災害時対応建築

緑化事業 環境配慮型立体駐車場 公園整備・ランドスケープ

5



役 割
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環境活動推進を重要経営課題と位置付け、持続可能な社会の実現と企業価値の向上を目指しています。

代表取締役社長が統括責任を負う「全社環境推進委員会」を中心に環境活動を統括しています。

環境管理最高責任者
（代表取締役社長）

環境管理責任者

内部環境監査員

全社環境推進委員会

環境推進部
サステナビリティ情報開示室

（事務局）

本社・本部 統括事業所 デポ・工場

環境責任者

環境管理委員会

環境推進者

各部・各室 生産・デポ推進部

環境責任者

環境管理委員会

環境推進者

各営業所・各部門

環境責任者

環境管理委員会

環境推進者

協力会社

各部門

全社

02．ガバナンス Governance

当社の環境推進体制

年2回実施する当委員会では、当社が

取り組むべき環境活 動の基 本的事項

および環境に関するリスクや機会について

審議・決定し、環境活動を統括しています。

同委員会で特定された課題やその管理

状況については、取締役会に報告を行って

います。

全社環境推進委員会



役 割
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「大和ハウスグループCSR指針」に基づき、ステークホルダーとの関わりや対話を通じて当社に対する要請を理解し 、

それに応えるよう努めています。また、当社の事業により影響を受けるステークホルダーとのエンゲージメントの取り組みとして、

当社が開発・運営する商業施設において、「まちづくりスポット（略称：まちスポ）」の取り組みを展開しています。

02．ガバナンス Governance

自然関連の影響を受けるステークホルダーとのエンゲージメント

大和ハウスグループでは、事業を通じて社会に貢献し、ステークホル

ダーと誠実に向き合い、企業市民として社会の要請に応え続けていく

ために、『大和ハウスグループCSR指針』を制定しています。

大和ハウスグループCSR指針

「 ま ち づ く り ス ポ ッ ト 」 は 、 地 域 社 会 ・ NPO と 共 に 推 進 す る

地域交流の活動拠点で、地域住民・NPO、企業が協働し、少子高齢

化や過疎化など、さまざまな課題の解決と地域コミュニティの

活性化、にぎわいの創出に貢献していきます。

まちづくりスポット

大和ハウスグループCSR指針

1. 独自技術・ノウハウにより事業を通じて社会に貢献する

2. ステークホルダーとの関わりや対話を通じて当社に
対する要請を理解し、企業市民としてそれに応える
よう努める

３．企業倫理・人権・コンプライアンスの確立に努める



03．戦略
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多岐にわたる事業分野における重要な依存・インパクトを把握するため、国連環境計画が開発したENCORE

や TNFD の業種別ガイダンス等の文献および当社の活動実態に基づき、各事業分野の依存・インパクトを評

価しました。なお、「依存」とは、自然資本・生態系サービスから受ける恩恵を指します。

以下の表は、「依存」の強弱を色の濃淡で可視化したヒートマップです。

ENCORE
(Exploring Natural Capital
Opportunities, Risks and Exposure)
企業やセクターが自然資本にどの
程度依存し、どのような影響を与えて
いるかを分析するツール

文
化
的
サ
ー
ビ
ス

調整・維持サービス供給サービス

サブインダストリー
バリュー
チェーン

事業

生
息
地
の
個
体
数
・

生
息
環
境
の
維
持

生
物
的
防
除

（
病
害
虫
制
御
）

花
粉
媒
介

感
覚
影
響
の
緩
和

騒
音
減
衰

局
所
的
な

気
候
調
整

地
球
規
模
の

気
候
調
整

降
雨
パ
タ
ー
ン

調
整

暴
風
雨
の
緩
和

洪
水
緩
和

土
壌
・堆
積
物
保
持

大
気
・生
態
系

に
よ
る
汚
染
希
釈

土
質
調
整

水
質
浄
化

空
気
ろ
過

固
形
廃
棄
物
の
浄
化

水
流
調
整

動
物
由
来

エ
ネ
ル
ギ
ー

バ
イ
オ
マ
ス
の

供
給

遺
伝
物
質

水
資
源
の
供
給

----LVLLHVHMHMM-VHVLLH-VL-H鉄鉱石採掘

資材の
調達

（上流）

建設・
不動産

----VLVLLVLMMML--MVLLH---H鉄鋼製造

----LVLLHVHMHHM-VHVLMHLL-H
コンクリート・

セメント（採掘・製造）

-HHM--VHVHVHMHVH-VHVHMMHLVHVHH木材

----VLVLLVL-MMLL-MMM---M鉄骨の生産生産

----VLVLLMVHMMHL-MVLVLMVL--M
システム建築

商業施設
立体駐車場

建設

VH---VLVLLVL-MMM---VL-VL---M不動産サービス運営

----VLVLLVLVHMMM--MVL-M---L建物緑化

－
環境・

エネルギー

-----VLMVH-MMM-----M---M
再生可能エネルギー

（太陽光）

-----MMVH-MHM-----M---VL再生可能エネルギー
（風力）

VH-MVL--MMMMMHMMVHMLM---M
ランドスケープ

デザイン

------LVLVLLML-----L---VLカーリース

－リース
------LVLVLMMVL-----LVL--VL

ファシリティ
パッケージリース

VH H M L VLVery High High Medium Low Very Low

事業を通じた自然への依存の全体像整理
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「インパクト」とは事業活動が自然環境に及ぼす影響を指します。

以下の表は「インパクト」の強弱を色の濃淡で可視化したヒートマップです。
外来種
導入

汚染資源使用陸、淡水、海洋利用の変化
気候
変動

サブインダストリー
バリュー
チェーン

事業
外
来
種
の
導
入

騒
音
・光
害

土
壌
・水
質
へ
の

栄
養
素
汚
染
の
排
出

有
害
な
土
壌
・水
質

汚
染
物
質
の
排
出

温
室
効
果
ガ
ス
以
外
の

大
気
汚
染
物
質
の
排
出

固
形
廃
棄
物
の

発
生
・排
出

非
生
物
資
源
の
採
取

生
物
資
源
の
採
取

（
魚
類
、木
材
な
ど
）

水
資
源
の
使
用

海
洋
生
態
系
の
利
用

淡
水
生
態
系
の
利
用

陸
域
生
態
系

（
土
地
）
の
利
用

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出

VLH-HMVHH-M-HMM鉄鉱石採掘

資材の
調達

（上流）

建設・
不動産

-VH-VHHM--M--LH鉄鋼製造

VLHMVHHMVH-MHHMHコンクリート・
セメント（採掘・製造）

HHHHVHL--M--VH-木材

-M-VHLL--M--LL鉄骨の生産生産

LVH-HMM--MMMHH
システム建築

商業施設
立体駐車場

建設

-L-LVLVL--M--MVL不動産サービス運営

LM-MLM--L--MM建物緑化

－
環境・

エネルギー

-VL-VL-H--L--H-再生可能エネルギー
（太陽光）

-H-VL-VL--L--H-
再生可能エネルギー

（風力）

M-HMVLVLLVLL--MVLランドスケープデザイン

LLLL-VL--L--LVLカーリース

－リース
LLLL-VL--L--LVL

ファシリティ
パッケージリース

03．戦略 Strategy

事業を通じた自然へのインパクトの全体像整理

VH H M L VLVery High High Medium Low Very Low
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ヒートマップで整理した内容を踏まえると、建設・不動産事業のバリューチェーンで特に重要な依存・インパクトは以下のとおりです。

依存については、水資源、汚染浄化、災害緩和、気候調整といった自然資本からの恩恵を得ています。

インパクトについては、土地改変、水資源利用、固形廃棄物、汚染物質の排出などを通じて、自然資本に影響を与えています。

03．戦略 Strategy

建設・不動産事業分野における重要な依存とインパクトの整理

依存

• 水資源

• 汚染浄化

• 災害緩和

• 気候調整

• 花粉媒介

• 病害虫制御

インパクト

• 土地改変

• 水資源利用

• GHG排出

• 固形廃棄物

• 汚染物質

• 騒音や光害

依存

• 水資源

• 汚染浄化

• 災害緩和

• 気候調整

インパクト

• 土地改変

• 水資源利用

• GHG排出

• 固形廃棄物

• 汚染物質

• 騒音や光害

依存

• 水資源

• 災害緩和

• 文化的サービス

インパクト

• 土地利用

• 水資源利用

生産・建設 不動産運営原材料調達

自然資本
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ヒートマップで整理した内容を踏まえると、環境エネルギー・リース事業のバリューチェーンで特に重要な依存・インパクトは以下のとおり

です。 依存については、災害緩和、気候調整といった自然資本からの恩恵を得ています。

インパクトについては、土地利用、騒音や光害、固形廃棄物、汚染物質の排出などを通じて、自然資本に影響を与えています。

03．戦略 Strategy

環境エネルギー・リース事業分野における重要な依存とインパクトの整理

依存

• 水資源

• 汚染の浄化

• 災害緩和

• 気候調整

• 文化的サービス

インパクト

• 土地利用

• 固形廃棄物

• 汚染物質

• 騒音や光害

依存

• 災害緩和

• 気候調整

• 騒音減衰

インパクト

• 土地改変

• 固形廃棄物

• 騒音や光害

依存

• 災害緩和

インパクト

• 固形廃棄物

• 汚染物質

再生可能エネルギー

（太陽光／風力）
リース事業

建物緑化

ランドスケープデザイン

自然資本



12© Daiwa Lease Co., Ltd. All rights reserved.   Mar.2026

指標・評価方法の説明評価に使用した指標評価の視点

国際条約や国内の規制で保護されている保護地域や、生物多様性上重要性が高いとされているKBA

（生物多様性重要地域）の種類別の重要性と、それらの場所からの近接度合いをもとに評価。
（出典：IBAT（生物多様性に関する評価ツール）および世界保護地域データベース）

保護地域・保護優先地域との

近接状況
生物多様性の

重要性 生物種生息の豊富さを示す指標として、「その場所で生物種に対する脅威を軽減する活動を実施した場

合、世界全体の絶滅リスク軽減に寄与する可能性を定量化したSTART指標」の高さにより評価。
（出典：IBAT（生物多様性に関する評価ツール）および世界保護地域データベース）

種の脅威の低減と回復指標

（START）

手つかずの自然にどの程度近いかを示す十全性の指標として、「人間活動によるかく乱を受けていない

状態と比べてどの程度の在来種が残っているか」を割合で示した本指標の高さを評価。
（出典：Newbold et al.（2016））

生物多様性完全度指数（BII）
生態系の

十全性の高さ

十全性の低下を評価する指標として、過去20年間における、樹木の被覆が減少している場所の面積割

合により、自然への圧力の強さを評価。 （出典：Global Forest Watch）
樹木被覆の損失状況

生態系の

十全性の低下

先住民族・地域コミュニティの土地や、アイヌ民族・琉球民族にとって重要な場所との近接性により評価。
（出典：LandMarkアイヌ共用林、御嶽の所在地データ）

先住民コミュニティにとって

重要な地域との近接状況

生態系サービス

供給の重要性

水需給のリスクの指標として、流域の水供給に対する取水の割合を示す「水ストレス」の高さにより評価。
（出典：世界資源研究所 Water Risk Atlas）

水ストレス
水の

物理的リスク 水質の汚染の度合いとして、BODの高さにより評価。 （出典：WWF Water Risk Filter）生物学的酸素要求量（BOD）

100年に一回の洪水の浸水深の深さにより評価。 （出典：MS&AD 洪水リスクファインダー）洪水リスク

03．戦略 Strategy

自然の観点での優先地域の特定

固定拠点 378拠点
【工場・商業施設・再エネ施設】

流動拠点 113拠点
【２０２５年 代表施工現場】

固定拠点・流動拠点を対象に、自然の観点から評価を実施。

TNFDに基づく以下の指標を5段階で評価し、スコア4以上を

優先地域としました。

分析範囲

優先地域

全国の事業拠点
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評価視点ごとの要注意地域の拠点数

優先地域
拠点数

対象
拠点数

対象拠点の
タイプ

水の物理的リスク
生態系サービス
供給の重要性

生態系の
十全性の低下

生態系の
十全性の高さ

生物多様性の重要性

洪水リスク
BOD

（水質汚染）
水ストレス先住民

樹木被覆の
損失

生物多様性
完全度指数

START指標保護地域等

29 拠点－－1 拠点2 拠点6 拠点2 拠点1 拠点39 拠点182 拠点商業施設等

－－－1 拠点－6 拠点－－7 拠点15 拠点生産拠点

20 拠点－1 拠点1 拠点2 拠点29 拠点1 拠点1 拠点51 拠点160 拠点太陽光発電

6 拠点－－－－13 拠点－11 拠点18 拠点21 拠点風力発電

55 拠点－1 拠点3 拠点4 拠点54 拠点16 拠点115 拠点378 拠点計

03．戦略 Strategy

固定拠点における優先地域の特定

（かっこ内は全流動拠点数に占める割合）

固定拠点における優先地域の数は、グラフおよび表のとおりです。自然本来の状態が保たれている「生態系の十全性の高い地

域」に近い拠点が54拠点あり、環境負荷の管理が重要と考えています。 また「洪水リスク」下にある拠点の数が55拠点と特に

多く、浸水対策やBCP（事業継続計画）の整備などの洪水対策を進めています。
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工事内容や期間に応じて設置場所が変わる流動拠点について、2025年1月以降の施工現場から代表的な113件を選定し評価を

実施しました。その結果、生態系の十全性が高い拠点は16件、生物多様性上重要な地域は7件確認されています。これらの地域に

おいては、工事活動に伴う生態系の改変や、騒音・光害等によるかく乱といった環境負荷を認識し、適切な配慮および管理を行って

いきます。

評価視点ごとの要注意地域の拠点数

要注意地域
拠点数

対象拠点数
対象拠点の

タイプ
水の物理的リスク

生態系サービス
供給の重要性

生態系の
十全性の低下

生態系の
十全性の高さ

生物多様性の重要性

洪水リスク
BOD

（水質汚染）
水ストレス先住民

樹木被覆の
損失

生物多様性
完全度指数

START指標保護地域等

25 拠点－－4 拠点1 拠点16 拠点
2 拠点5 拠点

45 拠点113 拠点流動拠点
計 7拠点

03．戦略 Strategy

流動拠点における優先地域の特定

（かっこ内は全流動拠点数に占める割合）
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気候変動や自然に関する当社の対応戦略を具体的に構築するため、その中核的な手法としてシナリオ分析を実施しました。

シナリオ分析とは、将来起こり得る複数の環境・社会の前提条件を想定し、それぞれの状況下で事業に生じるリスクや機会を

検討する手法です。脱炭素化やネイチャーポジティブが大きく進展するシナリオと、気候変動や自然の損失が深刻化するシナ

リオという両極端のシナリオを踏まえ、当社の事業においてどのようなリスク・機会があるかを検討しました。

© Daiwa Lease Co., Ltd. All rights reserved.   Mar.2026

03．戦略 Strategy

気候・自然に関するシナリオ分析

以下のプロセスで実施しました。

シナリオ分析のプロセス 2つのシナリオ

シナリオの定義

異なる2つのシナリオを定義しました。
1

シナリオ分析

定義されたシナリオを踏まえ、ビジネスでの影響

（リスクと機会）を定性または定量的に評価しました。

2

戦略的な対応策の検討
特定されたリスクと機会に対応するための

対応策を検討しました。

3

シナリオ分析の総合評価
シナリオ分析の全体的な有効性を評価しました。

4

「平均気温上昇が1.5℃に抑えられ、脱炭素化やネイチャーポジティブが

進展するシナリオ」と、「平均気温上昇が4℃に達し、気候変動や自然の

損失が深刻化するシナリオ」の２通りのシナリオを定義しました。

リスク・機会の影響度の評価基準 リスク・機会による影響度は、以下の基準を踏まえて、定性的または、可能な場合は定量的に評価しました。

極大 ： 全社の戦略や業績に極めて大きな正負の影響を与える （100億円程度～）

大 ： 全社の戦略や業績に大きな正負の影響を与える （ 50億円～100億円程度）

中 ： 全社の戦略や業績に中程度の正負の影響を与える （ 5億円～ 50億円程度）

小 ： 全社の戦略や業績に与える正負の影響は限定的 （ 5億円未満）
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各シナリオの2050年の状況概要シナリオ

• 炭素税の高価格化が常態化し、脱炭素化に向けた投資と技術革新が強力に促進される。

• 建築物のZEB化が進展し、全体の85%がZEB Readyとなることで、
エネルギーの需給バランスが大きく改善する。

• 電力供給の再生可能エネルギー化が進み、電力の半分以上が太陽光と風力発電を含む
再生可能エネルギーとなる。

• 保護地域や、国立・国定公園の指定・拡張など、土地の保護政策が強化される。
開発時の審査や承認が厳格化される。

• 生態系に配慮した工事・開発および、都市緑化や都市公園など緑化・グリーンインフラが促進される。

• 汚染の低減や、資源循環、持続可能な調達・資源利用に関する政策・法規制が強化される。

法規制

脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け て 、
政 策 ・ 技 術 ・ 市 場 な ど が 着 実 に
移行することで、21世紀末の地球の
平均気温上昇が産業革命前に比べて
1.5℃に抑えられている。

ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ に 向 け て 、
政策・技術・市場が移行し、自然の損
失が抑えられている。

<参照した情報>
• IEA ネットゼロロードマップ
• IEA World Energy Outlook
• IPCC第6次評価報告書での

SSP1-2.6シナリオ
• 日本の気候関連政策

1.5℃

ネイチャー
ポジティブ

• 脱炭素やネイチャーポジティブに貢献する製品・サービスのニーズが増加する。

• 企業による気候や自然へのインパクトに対する社会的な関心が高まるとともに、
透明性のある情報開示が求められる。

経済
市場
社会

• セメント製造におけるCO2回収・貯蔵技術が普及し、排出されるCO2の95%が回収・貯蔵される。

• 鉄鋼生産の脱炭素化が進展し、全体の96%が水素還元製鉄などの技術により脱炭素化さる。
技術

• 広範囲で自然や植生の喪失が進み、乾燥地帯では深刻な水不足が発生する。また、海面水位の
上昇により沿岸湿地の消失が進行し、生態系の破壊と生物多様性の喪失が加速する。

• 猛暑日や熱波が増加し、熱中症などの健康被害が多発する。
気温上昇・乾燥等で森林火災や害虫被害が拡大する。

• 環境要因による移住者の増加に伴い、国内外での人口移動が活発化し、受け入れ地域における
社会的緊張が高まる。

慢性

気候変動に関する政策・規制、市場の
変革が進まず、21世紀末の地球の平
均気温上昇が産業革命前に比べて
4℃以上となり、気候変動の物理的な
影響が増大している。

ネ イ チ ャ ー ポ ジ テ ィ ブ に 向 け た
政策・技術・市場の変革が進まず、自
然の損失が進んでいる。

<参照した情報>
• IPCC第6次評価報告書での

SSP5-8.5シナリオ

4℃

自然損失

• 洪水の発生頻度や、日本近海での台風の発生頻度、台風の強度が増加している。

• 大規模な豪雨や豪雪の発生頻度と強度が増し、河川氾濫や土砂災害、
交通機関の混乱などのリスクが高まる。

• 無降水日の日数が増加している。

急性

03．戦略 Strategy

シナリオの定義

各シナリオについて、想定される環境および社会の状況を下表のとおり整理しました。



リスクへの対応財務影響
発生する
期間※

自
然

気
候

該当
シナリオ

リスク内容分類

事業活動で使用する電力の再エネ100%化を目指す国
際イニシアチブ「RE100」に大和ハウスグループとして加
盟し、2023年度には購入電力の100%再エネ化を達成。

29ページ 購入電力100%再エネ化

中コスト増加中期～●

1.5℃

ネイチャー
ポジティブ

炭素税（カーボンプライシング）の本格導入

事業活動で排出するCO2に炭素価格が課金され、
コスト増となる。

法規制

低炭素建材の活用やZEB提案の強化により規制対応を
推進。あわせて、資源循環や建材の有効活用を通じて、環
境性能の付加価値化を図る。

大コスト増加中期～●

建設における脱炭素化規制による建設コスト増加

ZEB規制や省エネ基準の強化、低炭素建材（セメント、
鉄鋼など）の使用要求の強化により、建設コストが増加
する。

法規制

年に1度独自の評価基準をもとに木材調達調査を実施。
調達先のリスク（国レベル）はリスク評価ツールを活用し
状況を把握している。 23ページ 木材調達評価

中コスト増加中期～●

バリューチェーン上流での自然関連規制強化

建設資材の鉱山や採掘地、木材の生産地等で自然
保護のために土地改変等の規制が強化されることで、
持続可能な生産物の調達コストが増加する。

法規制

デポ・工場において、仮設建物リース部材のリユース事業
を通じた資源循環の推進や、塗装工程での有害化学物質
削減に取り組んでいる。
34ページ 生産・施工での環境負荷低減の取り組み事例

中コスト増加中期～●

ネイチャーポジティブに向けた生産・施工の規制強化

ネイチャーポジティブに向け生産拠点での廃棄物・
大気・土壌・水質汚染に関する規制が強化されたり、
建設における開発・緑化規制や土壌汚染関連規制が強
化されることにより対応コストが増加する。

法規制

屋根上PPAによる規制影響を受けにくい再エネ導入拡大
と、遊休地活用による地域共生型開発を進め、事業機会
減少リスクの低減を図っています。

大売上減少中期～●

再エネに関する自然保護規制や社会の関心

再エネの開発規制の強化、影響評価の厳格化、社会的
な関心の高まりにより、事業機会が減少する。

法規制
評判

仮設建物リース部材のリユース事業を通じた資源循環な
ど、資源使用量の削減の取り組みを実施している。
34ページ 生産・施工での環境負荷低減の取り組み事例

中コスト増加中期～●●

脱炭素化推進や自然保全に向けた資源価格の高騰

脱炭素化やネイチャーポジティブに向け、木材や脱炭素
用途の金属需要が増加することにより、建設用の木材や
再エネ設備のコストが増加する。

市場

ZEBの推進を通じ、建物のエネルギー効率と環境性能の
向上に取り組んでいる。ZEBの実現により、脱炭素社会へ
の貢献と同時に、顧客・テナントからの評価向上を図る。

28ページ ZEBの取り組み

大売上減少中期～●

脱炭素対応不足による評判や競争力の低下

脱炭素化性能が不十分な商品・サービスは市場の要求
を満たせず、企業のブランド力や競争力が低下する。

市場
技術

気候変動および自然に関する移行的リスクについて、ビジネスへの影響評価と対応策の検討の観点から表に整理しました。
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03．戦略 Strategy

重要な移行的リスク ※ 期間の定義 短期: 2026年〜2027年、中期: 2027年〜2030年、長期: 2031年〜2050年で設定



リスクへの対応財務影響
発生する
期間※

自
然

気
候

該当
シナリオ

リスク内容分類

DXを活用し、現場の省人化と生産性の向上を推進して
いる。併せて働き方改革や熱中症対策など、労働環境を
改善している。

中コスト増加中期～●●

4℃

自然損失

夏季の平均気温上昇

技能労働者不足の課題が、屋外労働環境の悪化に
よりさらに深刻化する。

慢性

損害保険への加入を基本としつつ、被害の最小化と事業
継続性の確保に努める。ハザードマップ等を活用した立
地選定時のリスク評価の徹底、保有施設における防水対
策や耐風設計の強化、設備の高所設置などを推進してい
る。

中売上減少短期～●●

気象災害による自社施設の損害発生

暴風や洪水などの気象災害が発生した場合、オフィスや
工場、商業施設など多様な自社施設に損害が発生する
可能性がある。

急性

2018年10月に「ＢＣＰ基本方針、ＢＣＭ規程（本社被災
地震発生時における事業継続に関する規程）」を制定。
本社機能を含み一部エリアで災害が起こった場合は、協
力会に導入した安否確認システムで、被害のないエリア
がサポートし事業を継続できる体制を構築済み。2020
年3月には全国の事業所において、地震・台風・豪雨等の
自然災害発生時の「事業所独自の災害対応マニュアル」
を作成し、万全な事前対策の構築に取り組んでいる。

大コスト増加短期～●●

気象災害による資材調達および工事遅延の影響

異常気象による局地的な豪雨・豪雪・台風などの気象災
害の発生により、サプライヤーの製造拠点が被災し稼働
停止となる場合や、道路の寸断など輸送経路に影響が
出た結果として、資材調達や建設工期に支障が発生す
るおそれがある。

BCP 対策として、購買先の分散やサプライヤー拠点の管
理を実施している。中コスト増加短期～●●

生産地での水不足や自然災害
（洪水、台風、山火事等）による原材料生産への影響

木材など原材料の生産地で水不足や自然災害が頻発
化することにより、原材料のコスト増加などの影響が生じ
るおそれがある。

気候変動および自然に関する物理的リスクについて、ビジネスへの影響評価と対応策の検討の観点から表に整理しました。
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03．戦略 Strategy

重要な物理的リスク ※ 期間の定義 短期: 2026年〜2027年、中期: 2027年〜2030年、長期: 2031年〜2050年で設定



機会への対応財務影響
発生する
期間※

自
然

気
候

該当
シナリオ

機会の内容分類

電炉材を採用した立体駐車場の商品開発、モーダルシ
フトや高効率な生産設備の更新など、脱炭素化の取り
組みを推進している。

30ページ 環境配慮型自走式立体駐車場
31ページ 生産部門の取り組み

中コスト減少中期～●●

1.5℃

ネイチャー
ポジティブ

環境負荷を低減するための新技術や効率化による
コスト削減

新技術の導入や物流・生産における脱炭素化推進、
廃棄物の再利用やリサイクル技術の導入、省資源施
工により、炭素税の影響や資源調達コストなどを抑え
る。

資源効率

ZEBの推進を通じ、建物のエネルギー効率と環境性能
の向上に取り組んでいる。ZEBの実現により、脱炭素社
会への貢献と同時に、顧客・テナントからの評価や競争
力・ブランド力の維持・強化を目指している。

28ページ ZEBの取り組み

株式会社ローソンさまと共同で、閉店したローソン店舗
の屋根・壁・柱・梁・サッシなどの建物建材を新店舗に
再利用し、CO2排出量を削減する取り組みを実施。
「2024年度NIKKEI脱炭素アワード」にて大賞を受賞。
30ページ 「2024年度NIKKEI脱炭素アワード」大賞

極大売上増加短期～●

CO2排出量削減に資する建設技術・商品・サービス
への需要やインセンティブの増加

ZEBや低炭素建材の活用、リサイクル建材の活用な
ど、ライフサイクルCO₂排出量の削減に資する建設技
術や、電気自動車・省エネ機器のリースに対する顧客
のニーズが高まる。CO2排出量を削減できた企業に
対するESG投資やグリーンファイナンス等による資金
調達の機会が増加する。

製品・サービス
市場

資金調達

太陽光、風力等の再生可能エネルギー事業を推進中。
FIT事業施設「68カ所 102MW（メガワット）」、PPA
事業施設「143カ所 17.8MＷ」が発電・売電を行って
いる。
（2026年3月末時点）

29ページ 再生可能エネルギーの取り組み

大売上増加短期～●

再生可能エネルギー関連事業の拡大

再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、発電設備の
建設需要や電力供給の機会が増加する。

製品・サービス
市場

生態系に配慮した緑被面積の拡大や、独自の環境緑化
事業「ECOLOGREEN」の展開、緑化を活用したオフィ
ス空間商品の「VERDENIA」、PARK-PFIによるグリー
ンインフラ事業などの取り組みを推進している。

35・36ページ 緑化関連の取り組み

極大売上増加中期～●

ネイチャーポジティブに資する緑化事業や
グリーンインフラに対する需要やインセンティブの増加

ネイチャーポジティブに向けて、環境緑化やランドス
ケープデザイン、グリーンインフラ関連の需要が増加
するとともに、政策的な支援も拡大する。緑化におい
て生物多様性の保全や向上に貢献することにより、企
業の評判が高まる。

製品・サービス
市場
評判

資金調達

19

特定した主要な気候・自然関連機会を、事業への影響評価と対応策の検討の観点から表に整理しました。
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03．戦略 Strategy

重要な移行的機会 ※ 期間の定義 短期: 2026年〜2027年、中期: 2027年〜2030年、長期: 2031年〜2050年で設定



機会への対応財務影響
発生する
期間※

自
然

気
候

該当
シナリオ

機会の内容分類

大和ハウスグループとして「すべての建物の脱炭素化によるカー
ボンニュートラルの実現」を第７次中期経営計画の重点テーマ
の一つに位置づけ、「原則全棟ZEH・ZEB化、原則すべての新
築建築物の屋根に太陽光発電設備を搭載する」方針を決定し
ている。

28ページ ZEBの取り組み

大売上増加中期～●●

4℃

自然損失

気象災害に備えた住宅・建物の需要増

暴風や豪雨のような気象災害が発生した場
合、生活や事業を継続できる電力を自給する
建物、レジリエンスのあるまちへの需要が高
まる。

製品及び
サービス

当社が代表企業のSPC（特別目的会社）は25社、公民連携事
業 受注実績1,313件と公共インフラ施設の運営事業を推進し
ている。また、公共設備の更新を包括的なサービスとして提供し
ている。

29ページ ファシリティーパッケージリースの取り組み

大売上増加中期～●●

社会インフラ整備の公共サービス民間開放
の加速

自然災害からの復興による経済的な負担を
軽減するため、社会インフラの整備・運営事
業の市場が民間企業に開放され、新たな事
業機会が創出される。

市場

当社は、プレハブ工法を活用し、迅速な対応が可能なリース建
築の提供を強化している。さらに、防災インフラ整備にも積極的
に取り組んでいる。

32・33ページ 気象災害に対する取り組み事例

大売上増加短期～●●

国土強靭化政策の強化

洪水や暴風雨対策のためのインフラ建設や
迅速な対応が可能なリース建築の需要が増
加する。

回復力

20

特定した主要な気候・自然関連機会を、事業への影響評価と対応策の検討の観点から表に整理しました。

© Daiwa Lease Co., Ltd. All rights reserved.   Mar.2026
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重要な物理的機会 ※ 期間の定義 短期: 2026年〜2027年、中期: 2027年〜2030年、長期: 2031年〜2050年で設定
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今後の対応総合評価シナリオ分析結果

今回特定したリスク・機会への対応を

実行・管理し、カーボンニュートラルお

よびネイチャーポジティブに向けた計

画を策定していきます。

また、特定されたリスク・機会を、

事業戦略へ着実に反映していくこと

で、気候変動や自然の損失への適応

力を一層強化するとともに、持続可能

な社会の実現と当社の成長の両立を

図っていきます。

両シナリオの分析を通じて、当社事業は気候変動や自然

に関連するリスクが増す一方で、リスクを上回る多様な事

業機会が存在することを再確認しました。これは、当社が

持続的な成長を遂げるうえで気候変動や自然関連の課

題を経営の重要課題と捉え、リスク管理と機会創出の両

面から戦略的に取り組むことが適切であることを強く

裏付けるものです。

また、これまで当社が推進してきたZEB化の取り組み、

太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入、自然に対

するネガティブインパクトを低減するための取り組み、なら

びにBCP策定による異常気象への備えは、将来の環境

変化に対して、企業活動に一定のレジリエンスをもたらす

と評価できます。

これらの施策は単なるリスク対応にとどまらず、環境価

値を創出し、今後の事業展開において重要な役割を果た

すと考えています。

１.５℃ ネイチャーポジティブシナリオ

分析結果

炭素税の導入や脱炭素規制による建設コスト増加、自然

関連の規制強化によるコスト増加のリスクはあるものの、

脱炭素化や自然に対する悪影響の低減の取り組みを

既に進めている当社の対応力の範囲内と判断しました。

あわせて、再生可能エネルギー関連事業や低炭素建設

技術の拡大、緑化事業やグリーンインフラなど、脱炭素・

ネイチャーポジティブ社会への移行を商機とする事業機

会の重要性が改めて浮き彫りになりました。

4℃ 自然損失シナリオ 分析結果

気温上昇に伴う労働生産性の低下や気象災害による

自社施設・サプライチェーンへの影響は、長期的に重要

なリスクとなることが確認されました。一方で、気象災害

に備えた強靭なまちづくりやレジリエントな社会システム

への需要増大は、当社にとって大きな事業機会をもたら

すことを認識しました。
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03．戦略 Strategy

シナリオ分析の総合評価

両シナリオの分析を通じて、当社事業は気候変動や自然に関連するリスクが増す一方で、リスクを上回る多様な事業機会が存在

することを再確認しました。



04．リスクとインパクト管理
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Risk and Impact Management
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特定・評価・管理プロセス

自然関連の依存・インパクトや、気候および自然に関するリスク・機会を以下のとおり特定・評価・管理しています。

特定・評価プロセス

１

2

3

4

依存・インパクトの特定

シナリオ分析

リスク・機会の特定

評価

管理プロセス

１

2

3

4

目標の設定

指標の設定

モニタリング

改善と計画

ENCORE、TNFDセクターガイダンスを
参照し、自然への依存・インパクトを特定

将来の気候・自然環境の変化を踏まえ、
リスク・機会の前提となるシナリオを設定

特定した依存・インパクトとシナリオ分析
をもとに、重要なリスク・機会を抽出

財務影響および時間軸を踏まえ、
リスク・機会の重要度を評価

大和ハウスグループの環境行動計画
「エンドレスグリーンプログラム（EGP）」
に基づき、環境目標を設定

管理指標（KPI）を設定し、
進捗状況を定量的に把握

定期的に進捗を確認し、
全社環境推進委員会にて報告・議論

評価結果を踏まえ、施策の見直し
および改善を実施



04．リスクとインパクト管理
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Risk and Impact Management
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リスク・インパクト管理の仕組み

役 割

自社施設の持続可能な土地利用及び事業継続のため、

生物多様性保全に配慮する必要性が高い地域である重要

サイトを抽出し、 重要サイトと判定された敷地に対して生物

多様性に配慮した保全管理計画を策定します。

生物多様性に配慮した保全管理計画の策定

当社は生物多様性に配慮し、持続可能な木材を利用する

ことを目的として、法令遵守に留まらず高い倫理観に基づき

サプライヤー・取引先と協働して「CSR木材調達」に取り組

んでいます。年に一度、独自の評価基準をもとに木材調達調

査を実施し、調達木材をＳ・A・B・Cにランク分けしています。

調達先各国のリスク（法令遵守・生物多様性・人権など）に

ついては、リスク評価ツールを活用し状況を把握しています。

サプライチェーン木材調達評価

自然関連のリスク・インパクト管理のため、バリューチェーンおよび直接の事業活動で、以下の取り組みを実施しています。

生物多様性の重要度判定
自然共生サイトの認定基準を参考に

①立地特性（EADAS）②生物的価値③事業・地域特性

で重要度判定を実施

1

重要サイトにおける管理保全計画
生物多様性について重要と判定されたサイトについて、

生物多様性に配慮した管理保全計画を策定

 生物多様性チェックリストで現状を確認する

 生物多様性にとっての影響を明確にする

 生物多様性保全のための管理保全計画の策定・

モニタリング事項の明確化

2

生物多様性のモニタリング
生物多様性に配慮した管理保全計画に

基づいた維持管理の運営及びモニタリングを実施

3

基準以下の場合

基準内になるまで改善



05．指標と目標

当社は、大和ハウスグループ環境行動計画「エンドレスグリーンプログラム（EGP）2026」に基づいて環境目標書を策定し、

管理指標を設定して、達成状況を定期的に確認しております。

24

Metrics and Targets
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環境目標書

大和ハウスグループでは「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、サステナブルな社会の実現を目指し、グループ、グローバル、サプライチ

ェーンを通じて、環境負荷「ゼロ」に挑戦します。特に重要な７つの目標を「チャレンジ・ゼロ」として整理、2055年の究極のゴール、2030年の

マイルストーンを明確化し、その達成に向け、事業戦略と整合した具体的な計画と目標を「エンドレスグリーンプログラム2026」（EGP）として

策定しました。

環境行動計画「エンドレスグリーンプログラム2026」（EGP2026）

"まちづくりのカーボンニュートラル"実現に向けて、すべての事業において
原則、全棟ZEH -ZEB化、全棟太陽光発電搭載を推進する

"事業活動のカーボンニュートラル”実現に向けて、新築自社施設を
原則全棟ZEB化するとともに2023年度のRE100達成を目指す

サプライヤーと「カーボンニュートラル」「森林破壊ゼロ」「ゼロエミッショ
ン」の方針を共有し、 環境を起点にサプライチェーンの強靭化を図る

【EGP2026】を"より早く”実践するため、 環境経営基盤を整える
(環境マネジメント体制の強化、環境人財の育成)

ESG評価のさらなる向上に向けて、社会・ ステークホルダーの期待に
応える取り組みを強化する
（環境貢献型事業の拡大、気候変動リスクへの適応)

気候変動の緩和と適応
（エネルギー）

自然環境との調和
（生物多様性保全）

資源循環・水環境保全
（長寿命化・廃棄物削減）

まちづくりにおける
CO2の”チャレンジゼロ”

事業活動における
CO2の”チャレンジゼロ”

サプライチェーンにおける
CO2の”チャレンジゼロ”

1

２

２

森林破壊の
”チャレンジゼロ”

生物多様性損失の
”チャレンジゼロ”

1

２

資源利用・廃棄物の
”チャレンジゼロ”

水リスクの
”チャレンジゼロ”

1

２

１

２

３

４

５

 重要な7つの目標  「EGP2026」のポイント



当社は、各事業部門における環境の重要課題（マテリアリティ）を定めて、関連する管理指標（KPI）および目標を設定しております。

毎年度、進捗状況をモニタリングし、全社環境推進委員会にて戦略を見直す体制を取り、コミットメント強化を図っています。
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主な実施事項2024年度
実績

202５年度
見込

2025年度
目標管理指標（KPI）

重要課題
（マテリアリティ）

部
門

ロックアウト、ライトダウン、昼間の一斉消灯、
ECOドライブ、LED照明への更新、空調温度
管理、省エネチェックシート活用

84.4%8４．０%84.0％以上
GHG排出量（総量）削減率
2015年度比

気候変動の緩和と適応全
社

8,000万以上物件:計画的に効率的な重機作
業計画を策定する。

58.7kg-
CO2/百万円

６３．０kg-
CO2/百万円

80.８ kg-CO2/
百万以下

売上高あたりの施工現場に
おけるCO2排出量削減

購入する電力は、原則としてグループの再エネ
発電由来の非化石証書を購入する。

100%100%100％再エネ利用率(RE100)

新築自社施設のZEB化を図る。100%100%100％自社施設のZEB化率

新築自社施設に太陽光発電を設置する。100%100%100％自社施設の太陽光発電設置率

車両入替時に電気自動車を検討する。5.0%11.1%10.0％以上電気自動車導入率

溶接機、LED照明を高効率型へ更新する。16.0%4.0%1.0％以上
電気・ガス等燃料使用量
削減率前年度比気候変動の緩和と適応

生
産

マテリアルリサイクル可能な処分先へ変更。
分別を徹底する。

11.0%22.6%19.0％以上廃プラのマテリアルリサイクル率

資源循環
（サーキュラーエコノミー）

木養生材、梱包材の見直しをする。
湿式塗装ブース水の交換手法を改善する。

20.5ｋg 
/百万円以下

19.1 ｋg 
/百万円以下

35.1 ｋg 
/百万円以下

売上高あたりの建設廃棄物
排出量

ゼロエミッションの維持管理を行う100%99/9%99％以上建設廃棄物のリサイクル率

節水及び雨水の利用、使用した水の再利用を
行う。用途別水使用量を管理する。

48.5%43.3%21.5％以上
生産高あたりの水使用量削減
率2017年度比水環境保全

05．指標と目標 Metrics and Targets

具体的な管理指標（KPI）および目標
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主な実施事項2024年度
実績

202５年度
見込

2025年度
目標

管理指標（KPI）
重要課題

（マテリアリティ）
部
門

省エネチェックシートを活用し、空調温度、稼働時間
の見直しをする。

-7.0%-1.7%1.0％
共用面積あたりの電気•ガス等使用量
削減率前年度比気候変動の緩和と適応施

設
運
営

新規施設へ節水型トイレを導入する。既存施設は給
水設備の定期調査をする。

13.9%18.0%10.0％以上
共用面積あたりの水使用量
削減率2017年度比水環境保全

プレカット発注をする。窯業系サイディング新品端材
の広域認定制度を活用する。

18.4
kg/㎡

12.1
kg/㎡

22.0
kg/㎡以下

施工面積あたりの建設廃棄物排出量

資源循環

施
工

中間処理業者のリサイクル率の把握を行い、定期
点検・見直しを行い、再資源化率を向上する。

98.0％99.0％98.0％以上新築工事の建設廃棄物リサイクル率

99.0%99.6%98.5％以上解体工事の建設廃棄物リサイクル率

Sランク木材の発注。現場集中購買サプライヤーへの
発注。

０％０％0％Cランク木材・比率

自然環境との調和 対象1次サプライヤー 5社への趣旨を説明し方針を
設定する。

100％100％100％
森林破壊ゼロ方針設定率
(1次サプライヤー)

方針設定が完了した1次サプライヤーから順次展開
する。

20.0％40.0%40％以上
森林破壊ゼロ方針設定率
(2次サプライヤー以降)

標準入力法による省エネ法届出評価を推進する。6２.０%５０%５０％以上ZEB販売率(建物用途:限定しない)

気候変動の
緩和と適応商

品

高性能設備を採用した光熱費削減の提案する。0.520.540.54以下BEI値

営業早期の段階における技術力(設計・コスト)と提案
力の強化を図る。

30.3%26.1%80％以上太陽光発電システム搭載率

法的要求における緑地の植栽計画で、高木〜低木の
1/2に在来種を採用計画する。

43.0%50.0%30％以上在来種植栽実施率自然環境との調和

e-Learning（イーラーニング）システムを導入し、教
育環境の整備を実施。社員全員が取得に向けて自己
啓発を行う。

97.1％98%90％以上環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®※ 取得率

共
通

76.9％65.7%90％以上3R・低炭素社会検定取得率

グリーン購入推会品を積極的に購入する。94.8％91.0%90.5％以上グリーン購入比率

05．指標と目標 Metrics and Targets

具体的な管理指標（KPI）および目標

※ 環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®は東京商工会議所の登録商標です。
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主な実施事項2024年度
実績

202５年度
見込

2025年度
目標管理指標（KPI）

重要課題
（マテリアリティ）

部
門

各部門の施策による613.6億円868.7億円570億円環境貢献事業売上高【全社】

マネジメント営
業

新築建築物において、ZEBを提案する。361.2億円440億円289億円
設計施工販売物件売上高
(BEI値0.6以下の建物販売)

規格建築

ZEB提案により設備も含んだ受注を目指す
ことで1件あたりの受注金額を増やす

112.4億円201.4億円１29億円
設計施工販売物件売上高
(BEI値0.6以下の建物販売)

流通建築

緑化トータルソリューション、グリーンインフラ
の提案体制を構築する。VERDENIA事業の
ブランドを構築し販路を拡大する。

74.4億円77.3億円75億円
都市緑化事業/再生可能エネ
ルギー事業売上高

環境緑化

ファシリティパッケージリース事業のノウハウ
を蓄積し、受注拡大を図る。 新規顧客、及び
入替時にEV車両の提案を行う

65.6億円150億円77億円
FPL事業リース/電動車リース
事業の売上高

LS

05．指標と目標 Metrics and Targets

具体的な管理指標（KPI）および目標
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①当社設計施工のシステム建築
でZEB Readyを実現

②大和リースがZEBプランナー
として設計施工

③太陽光発電でNearly ZEB
を実現

大和リースのZEBの特徴

当社は、環境に配慮した省エネ設計と高性能商材の

提供に努め、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）

Nearly ZEB 、ZEB Readyを推進しています。

ZEBとは、快適な室内環境を保ちながら、「負荷抑

制、自然エネルギーの利用、設備システムの高効率

化による省エネルギー」を実現し、年間一次エネル

ギー消費量の収支ゼロをめざした建築物です。

ZEBへの取り組みを通して、温室効果ガス排出量の

削減による地球温暖化対策を積極的に推進し、

カーボンニュートラルの実現を目指します。

当社は、公共施設、事務所、商業施設など、多様な用途の建物で

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の実現に取り組んでいます。

公共施設では、学習環境の拡充を目的とした校舎整備において、

設計・施工・維持管理を一括で手がけ、太陽光発電や高効率設備

を導入することで、地域初となるZEB化を達成。一次エネルギー

消費量を削減し、ZEB認証および省エネ性能評価を取得しました。

⇒写真①

事務所の建設では、デザインビルド方式により、省エネ設備や高効

率空調、LED照明、太陽光発電などを取り入れ、Nearly ZEB

認証を取得。快適性と環境性能を両立する次世代型オフィスの

実現を支援しています。

⇒写真②

商業施設においても、断熱性の高い外壁や自然採光LED照明、

太陽光発電設備を採用することで、省エネ性能を高め、ZEB

Ready認証と省エネ評価の最高ランクを取得。地域に根ざした

持続可能なまちづくりに貢献しています。

⇒写真③

今後もあらゆる建築分野でZEBの普及を推進し、脱炭素社会の

実現と快適な利用空間を両立する建築を提案してまいります。

 ZEBの主な事例

①ZEB
山梨県「甲府市立山城小学校」の増築校舎

② Nearly ZEB
モリタグループさまの福岡支店事務所棟・倉庫棟

③ ZEB Ready
次世代型複合商業施設「フレスポ ひばりが丘」

© Daiwa Lease Co., Ltd. All rights reserved.   Mar.2026

06．取り組み事例（気候変動の緩和） Case Studies

当社のZEBへの取り組み
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当社は、再生可能エネルギー固定買取制度（FIT）

の施行段階から数多くの大規模太陽光発電所や

小型風力発電所を建設し、再生可能エネルギーの

普及に取り組んできました。

近年ではPPA事業を中心に、さまざまな事業で

脱炭素社会の実現に貢献、 リース方式による自治

体の発電施設整備にも対応しています。

今後も、まちづくりのカーボンニュートラルの実現に

向けて、全事業の建物への太陽光発電搭載を推進

するとともに、風力発電や小水力発電などの再生

可能エネルギー事業への参画を視野に入れ、新た

なエネルギー事業へも積極的に取り組みます。

全国 68 か所 /約102 MW

FIT事業施設

PPA事業施設

全国 143 か所 /約17.8MW

再生可能エネルギー事業 実績

※２０２6年 3月末時点

当社は、LED街路灯、メガソーラー、空調機器、医療

機器等の設備機器の施工を伴うリースを「ファシリ

ティパッケージリース」として提案しています。

近年では温室効果ガスの排出量削減、環境負荷の

軽減を目的として、街路灯、トンネル照明、学校室内

灯などのLED化にも積極的に取り組んでいます。

屋外照明

※2026年3月末時点

屋外照明:174件 51万8,646灯
屋内照明:295件149万1,360灯

LED化
実績

大和ハウスグループは、2018年3月、国際的なNPO

法人クライメイトグループが運営する再生可能エネル

ギーに関する国際イニシアティブ「RE100 」に加盟し

ました。 RE100とは、企業が自らの事業の使用電力

を100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国

際的なイニシアティブであり、環境問題に取り組む企

業が多数参加しています。

当社は、2022年度に自社運営施設において、再エネ

メニューへの切り替えを着実に進めるとともに、需要家

としての非化石証書の購入を実施しました。これらの

取り組みの結果、2023年度には購入電力の100%を

再生可能エネルギー化を達成しました。

非化石証書とは、太陽光発電など非化石電源で発電

された電力が持つ「CO2を排出しない」という環境価

値の部分を分離して取引ができるように証書化したも

のです。これにより、再生可能エネルギー由来ではな

い電力を使用している企業でも、環境価値を間接的に

購入することで、実質的に再生可能エネルギーを使用

していると見なすことが可能になります。
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再生可能エネルギー事業の取り組み
ファシリティパッケージリースの
取り組み

購入電力の100%再エネ化

06．取り組み事例（気候変動の緩和） Case Studies

屋内照明



日本経済新聞社主催の「2024年度NIKKEI脱炭素

アワード」において、大和リース株式会社と株式会社

ローソンが共同して取り組んだ「ローソン店舗の建物

建材の９割をリユース」が大賞を受賞しました。

当社は、株式会社ローソンさまと共同で、閉店した

ローソン店舗の屋根・壁・柱・梁・サッシなどの建物建

材を新店舗に再利用する取り組みを開始しています。

2023年11月には再利用1号店として、「ローソン津山

高野山西店」をオープンしました。

この取り組みでは、閉店したローソン店舗の躯体・外

壁部分(基礎部分を除く)に使用している建材を重量

ベースで86%再利用しています。

また、新店舗を建設する際の資材製造から建物完成

までのCO2排出量は、通常店舗建設と比較して56%

削減を見込んでおり、近年、国際的な課題となっている

エンボディードカーボンの削減にも貢献しています。

当社は、柱・梁・床の構造材に電炉材を採用すること

で、 従来の立体駐車場建設と比べてCO2排出量を

約55%削減する「環境配慮型自走式立体駐車場」の

販売を2023年10月から開始しています。

建設事業で発生するCO2排出量の削減は、施設を

所有するお客さまにとっても重要な課題となっており、

その課題を解決するために、当社は電炉メーカー国内

最大手の東京製鐵株式会社さまと「環境配慮型自走

式立体駐車場」を共同開発しました。

この商品は、高炉材に比べ鋼材製造時のCO2排出量

を抑制できる電炉材を使用することで「脱炭素社会」

の実現と、2050年のカーボンニュートラルの達成に

貢献しています。

30
環境配慮型自走式立体駐車場
(イメージパース)

ローソン 津山高野山西店

当社と東京製鐵株式会社さま、株式会社ナベショー

さまの3社が、外壁の再資源化に関する「建材アップ

サイクルコンソーシアム」協定を締結しました。

従来処分していた使用済みのリース用外壁(金属サ

ンドイッチパネル※1)を鋼材の鉄源としてリサイクル

し、 その鋼材を当社が鉄骨材として購入•製品化する

ことで鉄源の循環を構築します。

この取り組みは、製造時のCO2排出量が高炉鋼の

約1/4である電炉鋼材※2を使用することにより、脱

炭素社会の実現とカーボンニュートラルの達成に貢

献します。

※1 表面と裏面の塗装鉄板の間に硬質ウレタンフォームを

挟み込んだ外壁•内壁一体の建材のこと。

※2 鉄スクラップを電気で融解して鉄を製造したもの。
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ローソン店舗の建材リユース取り組みが
「2024年度NIKKEI脱炭素アワード」
大賞を受賞

電炉材を採用した
「環境配慮型自走式立体駐車場」
を開発

外壁のアップサイクルに向けた
協定を締結

06．取り組み事例（気候変動の緩和） Case Studies



当社は2026年3月、岐阜県中津川市の「裏木曽の水源の森を守り育む森林管理プロ

ジェクト」および錦津生産森林組合による「水と森を育む八百津町、木曽川水源の森づ

くりプロジェクト」を通じて、G-クレジット※163トンを購入しました。

これにより、岐阜営業所ならびに全国のデポおよび工場における2024年度の化石燃料

由来CO₂排出量をオフセットし、2023度の3拠点から16拠点へカーボンニュートラルの

取り組みを拡大しました。

※ G-クレジット制度は、岐阜県独自の森林由来カーボン・クレジット制度です。

当社は、「G-クレジットの森・応援パートナー」としてクレジット購入と普及活動を宣言しています。

モーダルシフト

当社デポ・工場部門では、製品運搬時のCO2排出量削減を目的に鉄道輸送

を活用したモーダルシフトを推進しています。また、環境負荷の低減や物流分

野の人材不足にも対応することを目的に、長尺物や一度に多量の資材を運搬

する際は、船舶への転換も積極的に取り入れています。

電気フォークリフトへの切り替え

これまで使用していたエンジン式フォークリフトを、順次電気フォークリフトへ切

り替えています。これによりCO2排出量の削減はもちろんのこと、騒音や排ガス

の発生を抑え、従業員の健康維持にも配慮した職場づくりを進めています。

生産設備の更新による消費電力の削減

生産効率の向上と同時に、環境負荷の低減を目指し消費電力を削減する高

効率な生産設備への更新を進めています。

31

【 実績 】
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生産部門におけるCO2削減の取り組み 地域連携の取り組み

06．取り組み事例（気候変動の緩和） Case Studies

2025年度2024年度管理項目実施事項

40トン５0トンCO2削減量モーダルシフトの活用

4台3台台数電気フォークリフトへの切替

12件4件設置件数生産設備の更新

カーボンニュートラル

G-クレジット
購入量

大和リースの
CO2排出量

カーボンオフセットのイメージ
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2024年12月20日、東京都庁で「雨水しみこみアンバサダー」の認定・表彰式が開催されました。近年、激甚化・頻発

化する豪雨災害に備え、東京都では雨水を「しみこませる」まちづくりを推進する「雨水しみこみプロジェクト」をスタート。

当社はこの取り組みに賛同し、各企業の活動を通し普及啓発を行うアンバサダーとして認定・表彰されました。

当日は、「雨水流出抑制に寄与する設備の導入に係る取組」ということで、事業の紹介と雨水貯留浸透に関すること、

東京都内の事例（ブランチ調布、九段タワーパーキング、有明ガーデン）、グリーンインフラに関すること、雨水循環型壁

面緑化システム、多様なツールを活用し情報発信していることを発表しました。

雨水しみこみアンバサダーに認定・表彰

06．取り組み事例（気象災害への対策） Case Studies

 発表内容

緑 の 都 市 空 間 づ く り

防 災 ・ 減 災 の ト ー タ ル サ ポ ー ト

レ イ ン ガ ー デ ン 整 備

浸 透 性 の 高 い 商 品 の 展 開

雨水循環型壁面緑化システム

〇雨水利用
屋根に降った雨水を収集し、
散水に活用します。
収集は雨樋と分流器によって
行い、雨水を散水に使用します

効果①ヒートアイランド現象の抑制効果があり、快適なまちづくり空間に貢献
効果②雨水と太陽光発電を利用するため、ランニングコストを低減できます。

〇太陽光利用
散水は太陽光発電
のポンプで行います

【発表内容】
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近年、大型台風やゲリラ豪雨の発生に伴う水害が各地で頻発。河川やため池の決壊による被害が発生しています。当社はスマート防災にノウハウを持つ

ベジタリア株式会社とコラボし、ICTを活用した危機管理型水位計による「河川・ため池監視システム」の導入を提案。先進のテクノロジーと公民連携のネ

ットワークで、安全・安心なまちづくりにつながる防災・減災対策をトータルにサポートします。

2018年の西日本豪雨では、記録的な大雨に

より河川の氾濫や浸水害、土砂災害が発生、

甚大な被害となりました。被害が拡大した要因

の一つとして挙げられるのが、農業用ため池

の決壊です。その防災対策の推進をはかるた

め、2020年、政府は「防災重点農業用ため池

に係る防災工事等の推進に関する特別措置

法」を制定。

都道府県による防災工事の推進や国の財政

上の支援措置等が定められました。

また、2020年12月、政府は「防災・減災、国

土強靭化のための5か年加速化対策（2021

年～2025年）」を閣議決定。激甚化する風水

害や大規模地震等への対策、インフラの老朽

化対策、施策を効率的に進めるためのデジタ

ル化の推進をふまえた取り組みを加速させて

います。

06．取り組み事例（気象災害への対策） Case Studies

ICTを活用した危機管理型水位計による「河川・ため池監視システム」

圧力式センサーがた
め池の水位を常時モ
ニタリング、無線通信
でクラウドサーバーへ
データを送ります。

クラウドサーバーは、
センサーから受け取っ
たデータを蓄積すると
ともに情報を数値化、
グラフ化します。

危険水位に達すると
、スマートフォンやPCに
警報通知メールを送信
します。

設置イメージと仕組み
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資源循環に向けた取り組み

当社は、仮設建物リース部材を繰り返し使用するリユース事業を通じて、デポ・工

場部門において資源循環に向けた取り組みを推進しています。

当社のデポ・工場部門では、産業廃棄物管理業務の質を向上させながら、経年

劣化や品質基準に満たない部材を資源として捉え、従来の産業廃棄物の資源化

に取り組んでいます。

その結果、産業廃棄物は２０２０年度「排出２，６９２トン、資源循環率９３％」から、

２０２４年度「排出１，９４２トン、資源循環率９５．１％」に改善しています。

また、２０２３年４月には資源循環に向けた活動を強化するために、循環経済パー

トナーシップ（J4CE）に参画し、さらに、2024年3月にはサーキュラーパートナーズ

に参画しています。

今後も、リユース事業や資源循環に向けた取り組みを継続させ、資源循環型社

会の実現に貢献していきます。

塗装工程における有害化学物質排出削減の取り組み

当社は、２０１２年度より、工場における塗装工程で排出される「ＰＲＴＲ法対象化

学物質の排出・移動量およびVOC排出量」の削減を目的に、一般錆止め塗料の

弱溶剤塗料やPRTR対応型シンナーへの切り替えを進めています。

２０２４年度は、弱溶剤錆止め塗料の使用率を前年度に引き続き９９％以上を維

持し、さらに塗装排気設備におけるVOCの捕集性能の客観的評価を目的として、

大気中へのVOC排出量を測定し、定量的エビデンスを得ることができました。

また、関東工場・関西工場において飛散量の少ない静電エアラップ塗装機を導

入したことで、出荷高に対する塗装使用量を１０％削減しています。

今後も、弱溶剤塗料・PRTR対応型シンナーの使用率99％以上を維持するとと

もに、塗料の水性化や塗料使用量の低減を推進することで、有害化学物質の排出

量削減に取り組んでいきます。

06．取り組み事例（環境負荷の低減） Case Studies

自社工場・施設内の節水取り組み 生産・施工での環境負荷低減の取り組み

小便を流す際の水を使用しない、無給水トイレ（ウリマット社製男子小便器）を

自社工場に採用することで、節水に取り組んでいます。

さらに、水・電気・化学薬品を使用しないことで、CO2削減も図れます。

当社は所有する施設の広大な土地や屋根面積を利用し、雨水を貯水タンクに収集

して、植栽の水やり、災害時の生活用水などの雨水再利用を実施しています。

雨水再利用は持続可能な水資源の利用を実現しながら、節水や災害対策にも効

果が期待できます。



五感を刺激する空間商品「VERDENIA」
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当社グループでは、「みどりをつなごう」を合言葉に、新たに植栽する樹木（高木・低木）の半数以上を、各地域の自然に合った在来種にすることを推奨しています。

また、生態系に配慮した緑被面積を当社グループ全体のKGIとしています。

 生物多様性に配慮した緑の質とは？

当社は、「緑が、街を変えていく。」をテーマに独自の環境緑化

事業「ECOLOGREEN (エコログリーン)」を展開しています。

建物の屋上緑化・壁面緑化に加え、近年では建物の屋内緑化

、外構緑化まで事業範囲を拡げて、総合的な緑化活動を通じて

現代社会が抱える課題を解決する提案を行っています。

2025年度に手掛けた屋上緑化、壁面緑化を合わせた

緑化施工面積は22,213㎡（全国都市緑化面積の約11.6％

シェア）、環境緑化事業を開始してからの緑化施工面積は累計

で582,910㎡ （2026年3月末）になります。

緑化に音やアロマなど五感提案を複合したオフィス空間商品。リラックス効果

を高めることでコミュニケーションを推進し、心地よく働ける空間を創造します。

06．取り組み事例（緑化関連） Case Studies

生態系に配慮した緑地面積の拡大

質 ： 樹木の種類

• 常緑や落葉樹の種類の多さ

• 階層構造：様々な高さの樹木

（高木～低木、草本）

• 周辺地域の在来種

（自然分布する種）
量：緑被面積（㎡）

環境緑化事業の展開

【取り組み実施基準】

中高木・低木それぞれで

50%以上を在来種にする

会社全体のKGI：生態系に配慮した緑被面積（累積㎡/年）

KPI：在来種実施率（%）=在来種実施物件数／緑被面積報告対象物件数

みどりの質（在来種） みどりの量



SEGES認定
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当社は京都市みどり政策推進室、EARTHWORKER合

同会社の3者で実施した大宮交通公園の「土中環境再

生の取り組み」が評価され、2023年3月6日に「第3回

グリーンインフラ大賞生活空間部門」で優秀賞を受賞し

ました。

大宮交通公園を京都市域に見立てて「まちエリア、里

山エリア、森エリア」を整備し、土中に空気や水が通る

環境づくりを行い、都市緑地の防災機能向上をはじめ、

雨水の涵養機能や炭素固定、大気浄化などのグリーン

インフラ機能を数値化し、見える化する工夫を行ったこと

で評価を受けました。

特に、低木・中木・高木をバランスよく共生させ、分布

特性の異なる根を土中に張り巡らせることで保水力を

高め、土中環境の健全化に注力してきました。

今後も、防災拠点として「グリーンインフラの推進、防災

意識の醸成」に役立つイベントや啓発活動を積極的に

行うとともに地域課題の解決につながるグリーンインフ

ラの取り組みを推進していきます。

当社の複合商業施設「ブランチ神戸学園都市」「フレ

スポ御所野」は、環境省の令和７年度第１回“自然共

生サイト”に認定されました。これは民間企業や団体が

管理する「生物多様性保全が図られている区域」を環

境省が認定するもので、2030年までに陸と海の30%

以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする

「30by30」の目標達成に向けて始まったものです。

両施設では、地域の生物多様性の保全に貢献できる

空間づくりを目指すとともに、地域での生物多様性の

重要性の主知活動に貢献します。

ただし、適切な管理が行われない場合、生態系に悪影

響を与えるリスク（外来種の侵入や病害虫の発生）が

あります。これらのリスクを管理し、持続可能な環境を

維持するために、徹底した管理体制が求められます。

SEGES(社会•環境貢献緑地評価システム)認定と

は、公益財団法人都市緑化機構がヒートアイランド

現象等で悪化する都市環境において、人々にとって

安らぎと憩いの貴重な環境となっている緑地の重要

性の普及開発•維持を目的に実施している「緑の認

定制度」です。当社は、8施設においてSEGES認定

を受けています。今後も、緑あふれる商業施設を全国

に展開し、積極的に都市緑化を推進していきます。

06．取り組み事例（緑化関連） Case Studies

Park PFI事業の大宮交通公園
第3回 グリーンインフラ大賞
生活空間部門 優秀賞受賞

「ブランチ神戸学園都市 チガヤ群落」
「フレスポ御所野 ハチロウトープ」
環境省“自然共生サイト”に認定

大宮交通公園

ブランチ神戸学園都市 チガヤ群落

フレスポ御所野 ハチロウトープ

ブランチ札幌月寒
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当社は、従業員の環境意識向上と地域と連携した生物多様性保全に取り組んでい

ます。今後も、環境と事業の両立を通じ、持続可能な社会に貢献する人材を育成し

ます。

資格取得推進

当社では、3R・気候変動検定、 環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®、国立公園検定

の取得を推進し、社員の環境意識向上に取り組んでいます。

また、「環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®アワード２０２４優秀賞の受賞を契機として

環境に配慮した事業活動の推進を図っています。

社内講習

全従業員の環境問題への関心を高めるため、外部講師を招いた講演会やオンライ

ン環境学習会を設けています。特に、廃棄物管理や土壌汚染対策などの重要課題

を環境教育プログラムに組み込み、部門別に教育を実施しています。

06．取り組み事例（人財育成） Case Studies

人財育成の取り組み

当社は、復旧・復興で培った知見を平時の備えに生かし、持続可能で災害に強い社

会づくりに貢献します。

社内プロジェクト「防災士ラボ」

当社は、防災士資格を有する社員による社内プロジェクト「防災士ラボ」を通じ、企

業としての防災力向上に取り組んでいます。防災士100名体制の構築を目標に、災

害現場や自治体の声を踏まえた防災グッズや車両、運用の検討を進めています。

「防災士ラボ プロジェクトレビュー2026」の開催

本イベントは社内の防災士有資格者による組織「防災士ラボ」が半年間取り組んで

きた成果発表会です。「売ることを目的としない防災」をテーマに、災害現場や被災

自治体、生活者の声を踏まえ、防災グッズや車両、運用アイデアを検討・試作しまし

た。当日は各チームが実効性を重視した企画を発表し、外部有識者等を交えた公開

レビューと来場者投票により優れた提案を表彰しました。

防災への取り組み

「防災士ラボ プロジェクトレビュー2026」の成果発表および授賞式環境社会検定試験（ｅｃｏ検定）®アワード２０２５優秀賞を受賞



主催：公益財団法人都市緑化機構

フレスポ札幌月寒、フレスポ御所野、ブランチ仙台、

フレスポ稲毛、ブランチ茅ヶ崎、ブランチ大津京、

ブランチ松井山手、ブランチ岡山北長瀬、計8カ所
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06．取り組み事例（外部認証・認定取得） Case Studies

主催：環境省

フレスポ御所野、ブランチ神戸学園都市

30by30自然共生サイト 認定

主催：公益財団法人日本生態系協会

ブランチ神戸学園都市

JHEP認証制度AAランク認証

SEGES都市のオアシス 認定

主催：グリーン・インフラ・ネットワークジャパン

ブランチ大津京、ブランチ仙台、フレスポ稲毛

九段タワーパーキング、ブランチ茅ヶ崎、ブランチ札幌月寒

ブランチ神戸学園都市、花博記念公園鶴見緑地

エコログリーン・パーキング、大宮交通公園、計10カ所

グリーンインフラ登録

フレスポ御所野 フレスポ御所野内のハチロウトープ ブランチ神戸学園都市 近隣から種を採取し播種したチガヤ群落

ブランチ茅ヶ崎 ブランチ松井山手 ブランチ大津京 フレスポ稲毛
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06．取り組み事例（受賞） Case Studies

主催：グリーンインフラ官民連携プラットフォーム

大宮交通公園の再生を契機とした土中環境再生の取り組み

第3回 グリーンインフラ大賞 優秀賞（生活空間部門）

大宮交通公園

主催：公益財団法人都市緑化機構

多樹種のプランターを積層した「グリーンカーテン」等

第20回 屋上・壁面緑化技術コンクール 日本経済新聞社賞

住友不動産ショッピングシティ有明ガーデン

主催：大阪府

都市環境の改善や都市の魅力向上に貢献

第9回 おおさか優良緑化賞 奨励賞

BiVi千里山

主催：公益財団法人都市緑化機構

市民開放や生物多様性保全などの功績による表彰

第11回 みどりの社会貢献賞

ブランチ仙台

主催：埼玉県

創意豊かで緑あふれる緑化計画を表彰

第12回 彩の国みどりの優秀プラン賞

フレスポ桶川内のスマイルピアザ坂田

主催：屋内緑化推進協議会

屋内緑化の社会的意義や効果を広げるための表彰

屋内緑化コンクール

大和リース東京本店 横浜支社 受付

主催：一般社団法人日本公園緑地協会

優れた公園や緑地の設計・施工・運営を表彰

都市公園等コンクール

千葉公園

主催：川崎市、公益財団法人都市緑化機構

壁面緑化と外壁タイルにより都市と緑の共存をデザイン

第41回 全国都市緑化かわさきフェア 川崎市長賞

作品名：「Green falls」鞍ケ池公園 大宮交通公園 花博記念公園 鶴見緑地ブランチパーク



社名を超えた、使命がある

事業を通じて社会や環境の課題を解決する。

持続可能な未来に向けて、事業を複合化し新たな価値を創造する。

私たちの挑戦は続きます。
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